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序 経営戦略策定の目的と対象範囲 

 

（１）策定の背景と目的 

 

 介護サービス事業は、受益者の費用負担にもとづいて地域住民に対するサービスを提

供する、地方公営企業に該当します。 

地方公営企業には、将来にわたって安定的に事業を継続していくための中長期的な経

営の基本計画について、「経営戦略」として２０２０年度（令和２年度）までに策定す

ることが総務省より通知されています。 

これは、２０１４年（平成２６年）８月２９日付けで総務省より各公営企業管理者等

に通知された「公営企業の経営に当たっての留意事項について」において、施設等の老

朽化に伴う更新投資の増大など、公営企業の経営環境の変化に適切に対応し、的確な現

状把握を行った上で、中長期的な視野に基づく計画的な経営に取り組み、徹底した効率

化、経営健全化を行うことが必要として「経営戦略」の策定が求められているものです。 

 

 

 

（例）水道・下水道事業 

   交通事業 

   電気・ガス事業 

   病院・介護サービス事業 

   駐車場事業 ／など 

 

 このため、本市において地方公営企業として実施している介護サービス事業について、

経営状況などの事業概要を整理し、介護需要の予測などの将来の事業環境等を踏まえ、

経営の基本方針を設定します。このうえで、経営健全化への取組にもとづく投資・財政

計画を作成し、さらに策定後の事後検証・改定等のあり方を明らかにすることにより、

「浦安市介護サービス事業経営戦略」として策定するものです。 

 本経営戦略は、本市介護サービス事業の中長期的な経営の基本計画として、今後、増

加が見込まれる介護需要に対応し、経営健全化への取組により、将来にわたる安定的な

事業の継続に資することを目的とします。 

 

地方公営企業 
～２０２０年度 

（～令和２年度） 

 

「経営戦略」策定 

将来にわたる 

安定的な事業の継続 
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（２）対象施設と計画期間 

 

 ① 対象施設 

 

次に示す高齢者施設６施設を経営戦略の計画対象とします。 

 

 

 

 

本経営戦略の対象施設 

高洲地区高齢者福祉施設 

 

介護サービス事業の範囲 

 

施設名称 （略称） 

 

浦安市特別養護老人ホーム （特養） ○ ○ ○ 

浦安市特別養護老人ホーム老人短期入所 （ショートステイ） ○ ○ ○ 

浦安市高洲高齢者デイサービスセンター （高洲デイ） ○ ○ ○ 

浦安市猫実高齢者デイサービスセンター （猫実デイ） ○  ○ 

浦安市浦安駅前高齢者デイサービスセンター （駅前デイ） ○  ○ 

浦安市ケアハウス〔軽費老人ホーム〕 （ケアハウス）※  ○ ○ 

 

 経営戦略は、特別会計勘定の単位を対象として策定することが求められているため、

本市介護サービス事業の施設が対象となります。本市においては、一般会計にもとづき

運営する浦安市ケアハウス（※）は、高洲地区高齢者福祉施設として一体的に設置され、

合わせて運営されていることから、本経営戦略の対象に加えることとします。 

 なお、本市における介護サービス事業は、地方公営企業法の法非適用企業であり、官

庁方式にもとづいて経理事務を実施しています。 

 

（出典）社会福祉法人聖隷福祉事業団 Web サイトより高洲地区高齢者福祉施設 
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 ② 計画期間 

 

 本経営戦略の計画期間は、５年間〔２０２０年度（令和２年度）～２０２4 年度（令

和６年度〕を基本的な期間とし、中期（１０年）・長期（３０年）を見据えた今後の取

組を戦略とします。 

 

 

 

 

 

 

           （現行の指定管理期間 2016～2020 年度まで） 
                              

              （現行の指定管理期間 2019～2023 年度まで） 

 

 

 計画期間５年については、現行の指定管理者の指定期間が含まれることから、現行の

運営体制における取組にもとづく投資・財政計画を策定します。 

 また、中期１０年は、１９９９年（平成１１年）に設置した高洲地区の高齢者福祉施

設が大規模改修時期をむかえる設置後３０年間となる２０２９年度（令和１１年度）ま

での今後の取組を想定します。 

 さらに、高洲地区の高齢者福祉施設が耐用年数である設置後６０年間に近づく、２０

４９年度（令和３１年度）を見据えた取組を想定することとします。 

 

高洲地区： 

猫実： 

長期 2020～2049：

期間 2020～2024：

長期３０年 

 中期１０年 

駅前： 

中期 2020～2029：

（出典）社会福祉法人聖隷福祉 
    事業団 Web サイトより 

（出典）社会福祉法人茂原高師 
保育園 Web サイトより 

短期５年 

指定期間 

指定期間 

2020 
(R2) 

2025 
(R7) 

2030 
(R12) 

2050 
(R32) 
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１ 事業概要 

 

（１）事業の現況 

 

 本戦略の対象となる施設の概況について整理し、その特徴と利用動向、サービス供

給体制の現状を把握します。 

 

① 高洲地区高齢者福祉施設（２０１７年度） 

施設区分 定員 種類 

a.特別養護老人ホーム １００人 介護老人福祉施設 

b.老人短期入所（ショートステイ）〔従来型〕 ３０人 短期入所 

b.     〃       〔ユニット型〕 ２０人 短期入所 

c.高洲デイサービスセンター ２５人 通所介護 

d.ケアハウス（軽費老人ホーム） ５０人 軽費老人ホーム 

  （備考）上記のほか地域包括支援センターを設置 

 

住所：浦安市高洲９－３－１ 

開設：１９９９年（平成１１年）８月１日 

建物の構造：鉄骨鉄筋コンクリート造（地下１階 地上５階建） 

延床：１６,４２１㎡ 

指定管理者：社会福祉法人聖隷福祉事業団 

〔期間：２０１６（Ｈ２８）～２０２０年度（Ｒ２年度）〕 

職員数：常勤換算人数 

 

職種 

特養･ショートステイ 

(従来型) 

ショートステイ 

(ユニット型) 

高洲デイ ケアハウス 

合計 ８２.１人 １４.６人 ８.０人 ６.６人 

 看護職員 １０.１人 ０.４人 １.１人 ３.０人 

 介護職員 ４９.８人 １０.４人 ５.３人 ３.６人 

 介護支援専門員 ４.０人 － － － 

 作業療法士 １.０人 － － － 

事務職員 １６.２人 １.８人 ０.６人 － 

他（生活相談員） １.０人 ２.０人 １.０人 － 
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面積・利用状況：（２０１７年度） 

 特養 ショートステイ 高洲デイ ケアハウス 

延床面積 ６,４０５㎡ ２,８８４㎡ ６１９㎡ １,７４９㎡ 

居室面積 １,５５６㎡ ７７４㎡ － １,３７１㎡ 

サービス日数 ３６５日 ３６５日 ３０８日 ３６５日 

延年間利用者数 ３６,１１２人 １５,３９９人 ５,６２９人 １７,７９７人 

年間実利用者数 １３６人 ３７１人 ９８人 ５３人 

 

立地図：近接して城東桐和会タムス浦安病院（２００床）が千葉大学病院浦安リハ 

ビリテーション教育センターを併設し２０１９年（平成３１年）４月開設。 

また、高洲六丁目～九丁目におけるスポーツ、医療、福祉、教育の事業者 

等を中心に、うらやす健康・元気コンソーシアム構想が推進される予定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）浦安市「地理情報システム都市計画情報地図」より作成 

 

a.特別養護老人ホーム 定員１００人（従来型個室５２部屋・４人部屋１２部屋） 

 寝たきりや認知症で常に介護が必要で自宅での生活が難しい利用者の入所施設。 

高洲地区高齢者施設 

ラグビー練習場 

城東桐和会 
タムス浦安病院 
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b.老人短期入所（ショートステイ） 定員５０人（従来型３０人 ユニット型２０人） 

 短期間入所し、食事、入浴、その他の必要な日常生活上の支援や機能訓練などを提 

供するサービスであり、利用者家族にとり介護負担の軽減を図ることができます。 

 

c.高洲デイサービスセンター 定員２５人 

 食事、入浴、レクリエーション、リハビリテーションその他の必要な日常生活上の 

支援や生活機能訓練などを日帰りで提供するサービスで、心身機能の維持向上と、 

利用者家族の負担軽減を図ります。 

提供時間１０時～１６時（営業時間９時～１７時）月曜日～土曜日 

 

d.ケアハウス（軽費老人ホーム） 定員５０人（単身室４６部屋・２人室２部屋） 

 低額な料金で、身体機能の低下等により自立した日常生活を営むことに不安があり、 

家族による援助を受けることが困難な利用者に、食事、入浴など日常生活上の支援 

を提供する入所施設。 



 

7 

 

② 猫実高齢者デイサービスセンター（２０１７年度） 

施設区分 定員 種類 

デイサービスセンター ２５人 通所介護 

  （備考）地域包括支援センターは、近接する市庁舎３階に設置 

 

住所：浦安市猫実１－２－５ 

開設：１９９９年（平成１１年）１０月１日 

指定管理者：社会福祉法人聖隷福祉事業団 

〔期間：２０１６（Ｈ２８）～２０２０年度（Ｒ２年度）〕 

職員数：常勤換算人数       面積・利用状況：（２０１７年度） 

職種 猫実デイ  項目 猫実デイ 

合計 ６.９人  延床面積 ７３５㎡ 

 介護職員 ４.１人  サービス日数 ３０８日 

事務職員 １.８人  延年間利用者数 ５,４６９人 

他（生活相談員） １.０人  年間実利用者数 ９２人 

 

立地図：健康センターに併設して設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）浦安市「地理情報システム都市計画情報地図」より作成 

生活相談、健康チェック、入浴、リハビリ、食事、趣味活動、年中行事などの日常 

生活上の支援や生活機能訓練などを日帰りで提供するサービスで、心身機能の維持 

向上と、利用者家族の負担軽減を図ります。 

提供時間１０時～１６時（営業時間９時～１７時）月曜日～土曜日 
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③ 浦安駅前高齢者デイサービスセンター（２０１７年度） 

施設区分 定員 種類 

デイサービスセンター ２０人 通所介護 

  （備考）上記のほか同建物１階～３階の保育園を同指定管理者により運営 

 

住所：浦安市猫実４－１９－２４ 

開設：２００４年（平成１６年）１１月１日 

指定管理者：社会福祉法人茂原高師保育園 

〔期間：２０１９（Ｈ３１）～２０２３年度（Ｒ５年度）〕 

職員数：常勤換算人数       面積・利用状況：（２０１７年度） 

職種 駅前デイ  項目 駅前デイ 

合計 １４.０人  延床面積 ４３５㎡ 

 介護職員 １.０人  サービス日数 ３０９日 

介護支援専門員 ４.０人  延年間利用者数 ４,６７１人 

事務職員 ８.０人  年間実利用者数 ５７人 

他（生活相談員） １.０人    

 

立地図：保育園と同じ建物に設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康チェック、入浴、レクリエーション、保育園交流会、食事、行事などの日常 

生活上の支援や生活機能訓練などを日帰りで提供するサービスで、心身機能の維持 

向上と、利用者家族の負担軽減を図ります。 

提供時間９時３０分～１５時３０分 月曜日～土曜日 
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（２）現在の経営状況 

 

 ① 本市介護サービス事業の会計上の特性 

 

本市の介護サービス事業について総務省決算調査票をもとに、全国の介護サービス事

業と比較すると、以下のような特性があります。 

 

対象事業 全国比較による会計上の特性 該当 

介護サービス事業全体 利用料収入 7.1 億円に対し費用約 9.1 億円と多額 図表１ 

 特養 年間延利用者数約 3.6 万人に対し費用約 5.5 億円と多額 図表２ 

利用者１人当り延床面積 64.1 ㎡と大きい 図表５ 

他会計繰入金比率 31％と高い 図表６ 

利用者１人当り収益は平均的水準、費用は多額 図表７ 

 ショートステイ 年間延利用者 1.6 万人に対し費用約 2.2 億円とやや多額 図表３ 

 デイサービス(3 施設) 年間延利用者 1.6 万人に対し費用約 1.4 億円と平均的水準 図表４ 

 

 ② 利用料収入同水準による全国比較 

 

・事業全体：全国の介護サービス事業４６０事業と比較すると、本市の介護サービ 

ス事業全体では、同水準の７．１億円の利用料収入の平均的事業より 

総費用が９．１億円と多額。本市の介護サービス費用は指定管理料で 

あり、単純な比較はできないものの同水準の平均的な総費用の水準 

（斜線）より費用が１億円以上大きい。 

 

図表１ 介護サービス事業利用料収入（横軸）と総費用（縦軸） 

  （備考）斜線：利用料収入に対して平均的な総費用の水準を示す（以下、同） 

浦安市, 712, 918

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500

出典：総務省H28決算調査票利用料収入

利
息
控
除
後
総
費
用

（百万円／年） 利息控除後総費用（介護サービス事業）
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・特養：特別養護老人ホームは、近隣にあり年間延利用者数が同水準の約３万８千 

人の三山園注１（船橋市）ほか全国施設と比較して、総費用が約５億５千万 

円とやや多額。総費用は指定管理料であるため、指定管理者制度を適用し 

ている団体での比較では、総費用の水準で比較すると指定管理料がやや高 

く延利用者数が少ない。 

 

図表２ 特養の年間延利用者数（横軸）と総費用（縦軸） 

 

・短期入所：老人短期入所施設は、同様に同水準の年間延利用者数約１万６千人の

施設と比較して総費用が約２億２千万円とやや多額。年間延利用者数

の同水準の他の団体が少ないものの、他と比較して費用が高い。 

 

図表３ ショートステイの年間延利用者数（横軸）と総費用（縦軸） 
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・デイ：一方、老人デイサービスセンターは、同水準の年間延利用者数約１万６千

人の全国施設と比較して総費用が約１億４千万円とほぼ平均的。 

 

図表４ デイサービスセンターの年間延利用者数（横軸）と総費用（縦軸） 

 

③ 特養施設の全国比較 

・運営効率：利用者１人当り延床面積が６４．１㎡と大きいが居室面積は１５．６ 

㎡であり、居室面積以外の共用部の占める割合が全国比較すると大き 

い。職員１人当り利用者数が１．６人と全国でも最も少なく水準であ 

り、共用部が大きいことから人員配置を要しています。 

 

図表５ 特養の運営効率 
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・他会計繰入：特別会計である介護サービス事業において、総収入に占める一般会 

計からの繰入金比率が３１％と全国でも上位１０％に位置するほど 

高い。これは、費用に対して収入が少ないため、収支を均衡させる 

ための繰入金の割合が高いものとなっています。 

 

図表６ 特養の他会計繰入金比率 

・収支内訳：利用者１人当りの介護サービス収益は１０,８３３円と全国平均水準。

利用者１人当り総費用は１５,６５８円と全国比較では高く改善に余

地。収入に対して費用の指定管理料が大きいものとなっています。 

 

図表７ 特養の収支内訳 

 

出典：総務省平成２８年度公営企業決算調査表

99% 100%

69%

31%

78%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

120%

140%

160%

利用率 総収支

比率

実質収支

比率

他会計

繰入金比率

変動費料金

回収率

上位10％ - 上位5％

上位25％ -上位10％

中央値 -上位25％

下位25％ -中央値

下位10％ -下位25％

下位5％ -下位10％

浦安市

四市複合事務組合

船橋市

対象団体数：

指定介護老人福祉施設

出典：総務省平成２８年度公営企業決算

15,658 

10,833 

4,825 

15,658 

1,167 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

総収入 介護サービス

収益

他会計

繰入金

総費用 職員

給与費

修繕費

対象団体数：利用者一人当り

指定介護老人福祉施設

対象団体数：122 

 

四市複合事務組合(三山園) 

利用率      総収支     実質収支     他会計     変動費料金 

           比率        比率     繰入金比率     回収率 

出典：総務省平成 28年度公営企業決算調査表 

出典：総務省平成 28年度公営企業決算調査表 （備考）職員給与費：浦安市は指定管理者制度 

     のため本調査表にデータは非掲載 

四市複合事務組合(三山園) 

浦安市 

他会計 

繰入金 

対象団体数:122 
利用者１人当り 

（円） 



 

13 

 

④ 固定資産の取得状況 

 

高洲地区開設当初に土地３４億円、建物４５億円、建物附属設備２９億円の投資があ

り、これまでの取得資産について、事業別では全体の５４％を高洲地区高齢者施設が占

めています。 

また、取得資産のうち、建物附属設備は法定耐用年数１５年であり、１９９９年（平

成１１年）に設置された高洲地区においては、既に建物附属設備の更新費用が発生して

います。 

高洲 特養 高洲 ｼｮｰﾄｽﾃｲ 高洲
ﾃﾞｲｻｰﾋﾞ

ｽ
高洲 ｹｱﾊｳｽ 駅前

ﾃﾞｲｻｰﾋﾞ

ｽ
猫実

ﾃﾞｲｻｰﾋﾞ

ｽ

合計 6,314 3,465 1,771 751 785 298 2,654 1,375 208 91 10 0

施設利用権 2 0 1 0 1 0 1 0 0 0 0 0

ソフトウェア 9 0 4 0 2 0 4 0 0 0 0 0

物品（その他） 5 0 2 0 2 0 2 0 7 0 0 0

車両運搬具（特殊） 1 0 0 0 8 0 0 0 0 0 10 0

車両運搬具（普通） 1 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0

機械装置 6 1 3 0 1 0 3 0 0 0 0 0

構築物 67 0 34 0 17 0 34 0 0 0 0 0

建物附属設備 1,347 7 670 2 335 1 676 5 77 3 0 0

建物 2,867 1,447 621 313 246 124 1,136 573 125 89 0 0

土地 2,010 2,010 435 435 173 173 797 797 0 0 0 0

0
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1960 1972 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

合計 2 3 0 0 0 3,414 0 0 0 0 7,659 20 3 0 0 201 372 1 0 16 21 6 1 24

施設利用権 2 3 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ソフトウェア 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 19 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0

物品（その他） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 7 0 0 0 8 1 1 1 0

車両運搬具（特殊） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 14 0 3 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0

車両運搬具（普通） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0

機械装置 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 8 1 4 0 0

構築物 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 151 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

建物附属設備 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2,988 0 0 0 0 69 3 0 0 0 18 0 0 24

建物 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4,503 0 0 0 0 125 367 0 0 0 0 0 0 0

土地 0 0 0 0 0 3,414 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

資産取得推移取得金額（百万円）
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土地

3,414

29%

建物

4,995

43%

建物附属設備

3,104

26%

構築物

151

1%

資産内訳（取得金額）

総額：

11,741(百万円)

その他

77

1%



 

14 

 

⑤ 運営収支と指定管理料 

 

各施設の運営収支は、特別養護老人ホームでは収入４億１,０９４万円に対し支出５

億４,４６３万円であり、収支に１億３,３６８万円の差異があり、同様に、老人短期入

所施設は収支差異が３,６１９万円、猫実デイサービスセンターは１,０１２万円、浦安

駅前デイサービスセンターは１７８万円の収支差異が生じています。また、ケアハウス

についても収支差異が３,７７６万円あり短期入所と同程度の収支であり、これらの施

設の合計では年間に２億１,６６８万円の差異となり、その分を他会計繰入金により運

営しています。 

なお、高洲デイサービスセンターは、他会計繰入金が▲２８６万円となっていますが、

これは、高洲地区における他の施設と一体運営することにより同じ２5 人定員の猫実デ

イサービスセンターより歳出が少ないものとなっています。 

指定管理料については、合計で９億６,９２７万円であり、このうち特別養護老人ホ

ームは５億１,８２７万円を占めています。３施設あるデイサービスセンターのうち、

猫実デイサービスセンターだけが収入を上回る指定管理料５,４８８万円となっていま

す。 

各施設の収支（２０１７年度） 

（備考）維持管理経費：高洲地区高齢者施設（特養、ショートステイ、高洲デイ）は各 

施設の床面積比で按分して算定 

    支払利息：高洲地区高齢者施設（特養、ショートステイ、高洲デイ、ケアハウ 

ス）は各施設の床面積比で按分して算定 

   他会計繰入金：歳出計－歳入計 

 

 

 

 

(単位：千円)

特養 ショートステイ 高洲デイ 猫実デイ 駅前 ケアハウス 各施設　計

歳入　計 410,945 190,292 46,672 48,679 38,902 59,782 795,272

介護給付費 318,621 138,185 33,921 36,890 29,321 556,938

予防給付 1,860 3,149 1,692 2,179 8,880

自己負担金 92,323 50,246 9,603 10,097 7,402 59,782 229,454

歳出　計 544,630 226,487 43,811 58,800 40,685 97,543 1,011,954

維持管理経費 1,915 336 119 3,425 510 6,305

維持補修経費 19,056 3,344 1,184 486 432 2,361 26,864

指定管理料 518,271 221,861 42,174 54,888 38,959 93,127 969,279

支払利息 5,388 946 335 0 783 2,054 9,506

他会計繰入金 133,685 36,195 ▲2,862 10,121 1,782 37,761 216,683
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（３）介護サービス事業経営の課題と取組の方向 

 

 これまで把握した施設の現況、経営状況を踏まえたうえで、現在の指定管理者に対し

て実施した運営状況の聞き取り調査等にもとづいて、より具体的な経営課題と、それに

対する経営戦略における取組の方向を整理します。 

 

 

 ① 安定的にサービスを供給できる体制 

 

 a.運営、組織に関する事項 

 

 ア 対象事業について 

 

  （現在の対象事業） 

 

   高洲地区 特養・ショートステイ・デイサービス ケアハウス ＋ベテルホーム 

    猫実地区 デイサービス 

   駅前地区 デイサービス                  ＋保育園 

   

※実線枠内：介護サービス事業範囲 

 点線枠内：本経営戦略の策定範囲 

 

（課題） 

 ・対象施設の合計で年間約２億１,６００万円の損益（いわゆる赤字）で、その分を他 

会計繰入金により運営しています。 

 ・ケアハウスはこれまで２０年間で定員５０人に対して延べ利用者は１４２人と限ら 

  れています 

 ・猫実高齢者デイサービス（定員２５名）は駅前高齢者デイサービス（同２０名）よ 

り繰入金が多いものとなっています 

 ・駅前高齢者デイサービスは周辺地区の高齢化が先行して進み、民間競合もあり利用 

者が伸び悩んでいます 

 

（取組） 

 ・対象者の限られるケアハウスについては、大規模改修にあわせて、特別養護老人ホ 
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ームなど新たな施設への転用を検討します。 

・また、ケアハウスについては「特定施設入居者生活介護」の適用をすることにより、 

報酬の加算を得ている施設もあり、適用の効果について検証の必要があります。 

 ・駅前高齢者デイサービスは利用者が定員を充足しておらず、今後の民間デイサービ 

ス供給次第では公営で３施設のデイサービス体制を維持するかどうか地区間の民 

営施設の状況に即して検討していくことが必要です。 

・特養の利用者の入院について、民営施設には３か月以内の退院が困難な場合は空き 

床を老人短期入所としての活用により収入増加を図っている場合があり、公営施設

として、こうした運営手法になじむか検討が必要です。 

 

 イ 指定管理者制度による運営体制について 

 

（現状） 

 ・高洲地区特別養護老人ホーム、老人短期入所、高洲高齢者デイサービス、ケアハウ 

スおよび猫実高齢者デイサービスを同時に指定管理者により運営しています。 

 ・駅前高齢者デイサービスと同一施設内の保育園を同時に指定管理者により運営して 

  います。 

 ・高洲地区において指定管理者は、特養・ショートステイ、デイサービス、ケアハウ 

  スを一体的に運営し、夜間のケアハウスにおける対応を特養と連携して運営してい

る状況があります。さらに、猫実高齢者デイサービスのほか、近接するベテルホー

ム・せいれいクリニックを統括して運営しています。 

 ・駅前地区においては、同一施設内の保育園と調理室を共同で使用し、利用者と園児 

  の交流会を定期的に開催するなど運営に工夫をこらしています。 

 

（課題） 

・高洲地区と猫実地区において同一の指定管理者を選定する必要があるかどうか、別 

に指定する可能性について検証が必要です。 

・駅前地区においては保育園の指定管理者の選定と高齢者デイサービスセンターの

指定管理者の選定が相互に連絡していますが、利用状況および周辺の民営施設の立

地状況に鑑み駅前・猫実・高洲の高齢者デイサービスセンター３施設体制の検証と

指定管理者の範囲の検証が必要となります。 

・第１種社会福祉事業（特養）は非公募による指定管理者の選定が可能であり、公募 

による指定はされていません。 
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（取組） 

・高洲地区と猫実地区の指定管理者の選定を区分し、猫実地区の収支向上を図ること 

が想定されます。 

 ・駅前地区については、周辺の民間デイサービスの立地状況に即して、猫実地区と合 

わせて今後の公営デイサービスの配置のあり方を検討する余地があります。 

 

 b.人材の確保、育成、定員管理に関する事項 

 

（現状） 

 ・高洲地区および猫実地区においては、広域運営法人の優位性をいかして、同一法人 

  内の人材交流・臨時支援、広域的な人材採用センター設置により採用しています。 

 ・退職者発生時には臨時職員をあてて既存職員の負担減につとめたことにより、退職 

者は減少傾向にあります。 

 ・公営施設として、兼任配置を原則しないため兼任する民営施設より人員数は多いと 

いえます。 

 ・駅前地区においては開設当初からの職員が所在する一方、退職者補充の新規採用は 

進んでいない状況があります。 

 ・本市内において介護職として就業した場合における家賃補助や、研修に対する費用 

補助を実施し、介護人材の確保を市として支援しています。 

 

（課題） 

・指定管理者における人材確保方策は法人規模により差異があります。 

・東京都区部に隣接する本市の場合、最低賃金水準や都市生活施設の充実などの点か 

  ら都区部内へ就業者が流出している可能性があります。 

・教育機関との連携、採用活動、就業後の生活支援について行政としての支援が必要 

です。 

・兼任配置について、他の民営施設並みにした場合に実人数がどれだけ減るか検証が 

必要です。 

 

（取組） 

 ・人材採用活動、教育機関との連携において、市として機会創出などの支援を引き続 

き実施することが求められます。 

 ・就業後の生活面における介護人材への公的支援について検討の必要があります。 

 ・兼任配置の容認について、その影響と効果について検証する必要があります。 
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 c.その他の経営基盤強化に関する事項 

 

（取組） 

 ・今後の介護報酬加算算定について、改定の際に検討をする必要があります。 

 ・現行の指定管理者制度における運営費についての維持運営費などを中心に削減余地 

がないかどうか検討が必要です。 

 ・指定管理者制度の枠組みの変更（猫実デイを分離するなど）により、収支向上する 

  ことができるのか、公募の前の民間事業者候補との事前対話（「サウンディング調 

査注２」）を通じて検証することが想定されます。 

 ・維持管理体制について、設備の種類ごとに各々個別に管理委託をするのではなく、 

対象施設や対象設備の複数を維持管理する一事業者への一体的な包括委託注３によ 

り、スケールメリットと点検等をまとめて実施することによる費用低減とサービス 

維持の両立ができるかどうか検証の余地があります。 

・大規模改修時における改修ＰＦＩ注４の導入により、民間資本を活用した改修によ 

る事業手法を検討することが求められます。なお、事業費１０億円以上が見込まれ 

る事業については、内閣府により通知されているとおり、ＰＦＩ手法を優先的に検 

討することが必要となります。 

 

② 民間の資金・ノウハウの活用等の推進の検討 

 

 a.大規模改修費用への民間資金活用検討 

 ・高洲地区においては、大規模改修の費用が多額になると想定されることから、この 

費用を公費だけではなく、改修ＰＦＩなどの民間資金を活用できる方策を検討する 

必要があります。 

 

 b.低未利用市有地における効率の良い施設の新設 

 ・高洲地区において、既存の高齢者福祉施設の将来的な老朽化を見越して、既存の施 

設とは別の敷地である低未利用市有地において、定期借地権方式で民間による建設 

を公募して設置することも今後想定されます。 

 

c.資金不足比率・資金管理・調達に関する事項 

 ・他会計繰入金を圧縮するためには、各施設の歳入向上と歳出抑制が求められること 

  から、そのためには、指定管理者制度による選定方法や指定管理料、事業範囲の検 

討と、大規模改修費用において、浦安市による借入の検討にもとづく資金調達が想 

定されます。 

 ・改修ＰＦＩの場合、建物を取得するＳＰＣ（特別目的会社）注５が別途、独自に改修 
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  し資金を調達する事業手法であることから、市一般会計の負担は少ないものとする 

  ことが可能です。 

 

③ 地域包括ケアシステムにおける介護サービス事業の役割を発揮できるような取組 

 

  ・広く市民利用に供するための入所者を確保する必要があり、特に、減免対象とな 

る利用者へ介護サービスを今後も継続して提供できるよう、医療、行政、介護が 

連携して、公営施設としての使命を果たします。 

  ・予防介護、在宅復帰支援のための有資格者確保のために、高洲地区に設置された

教育・医療機関との連携を図ります。具体的には、近隣医療施設、教育機関との

緊密な連携について、うらやす健康・元気コンソーシアム構想において取組むこ

とが想定されます。 
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（４）これまでの主な経営健全化の取組 

 

① 高洲地区におけるユニット型ショートステイ（２０床）の増設 

 特別養護老人ホームにおいては、従来型に加えて２００６年（平成１８年）に１階ピ

ロティ部分を利用してユニット型のショートステイ（短期入所）２０床を増設し、利用

者拡大と利用者の在宅介護の負担軽減を図りました。 

 

 ② ケアハウス料金の改定 

 ケアハウスの利用料金は県により上限が定められていますが、それまで本市ケアハウ

スは、この上限を下回る料金設定であったことから２０１６年（平成２８年）には上限

額となるよう料金を改定し、歳入拡大を図りました。 

 

 ③ 特養食費の改定 

 特別養護老人ホームにおける利用者から収受する食費を、１,３８０円から１,５５０

円〔負担限度額認定に非該当の課税世帯（第四段階）〕に２０１７年（平成２９年）に

改定しました。 

 

④ 指定管理者制度の導入 

 ２００３年（平成１５年）より公の施設における指定管理者制度が導入されたことに

より、本市介護サービス事業の各施設についても指定管理者による運営を実施し、民間

事業者の経営ノウハウ、人材確保策を図っています。 

 

 ⑤ 指定管理者による維持管理費の低減 

 特別養護老人ホームの指定管理者は全国規模で事業を展開する事業者であることか

ら、受電契約を法人として一括して低額としたほか、順次、ＬＥＤ電灯への転換により

電気料金と電灯の取替え維持管理コストの低減を図っています。 

 

 ⑥ 介護人材確保の支援 

 介護人材の確保難に対応するため、本市内において介護職として就業した場合におけ

る家賃補助や、研修に対する費用補助を実施し、介護人材の確保を市として支援してい

ます。 
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２ 将来の事業環境等 

 

（１）介護保険サービス事業における主な取組 

 

 ① 複合高齢者福祉施設としての一体的特性を活かした取組 

 高洲地区における高齢者福祉施設は、特別養護老人ホーム、ショートステイ、デイサ

ービス、ケアハウスと複数種別の施設を一体的に設置していることから、地域包括シス

テムの概念の一つである各関係機関の連携を地区内で実現しています。 

 また、公営の施設として、居住型と通所型の利用ニーズに即した介護サービスの展開

を図りやすい特性を活かして対応してきたほか、虐待等に対する緊急一時保護など公営

施設としての使命を果たしています。 

 

 ② うらやす健康・元気コンソーシアム構想の推進 

高洲南地区には、ラグビー練習場やリハビリテーション病院など、スポーツ、医療、

福祉、教育の機能が集まっていることから、市民一人ひとりの健康増進を図るため、こ

れらの事業者等を中心としたコンソーシアムの設立に向けて、２０１９年度（令和元年

度）より取組んでいます。 

 

③ 公共施設等総合管理計画における取組 

 ２０１７年（平成２９年）に策定した浦安市公共施設等総合管理計画においては、高

齢者福祉施設について、法定点検、職員による定期的な点検（ファシリティマネジメン

ト調査）を実施し、予防保全に努めることとしており、２０１７年度（平成２９年度）

より特別養護老人ホームの空気調和設備（エアコン等）の更新に着手し、利用環境の向

上に努めています。 
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（２）高齢者人口の予測 

 

 浦安市「平成２９年度人口推計」によると、６５～７４歳人口は２０４１年（令和２

３年）にピーク、７５歳以上人口は２０５５年（令和３７年）にピークを向かえると推

計されており、本経営戦略の計画期間である２０２４年度（令和６年度）以後も認定者

の母数となる高齢者人口は増え続けるものと見込んでいます。 

（出典）浦安市「平成２９年度人口推計」より作成 
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人口総数

15歳未満
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75歳以上

（人）

168,874人

16,703人

11,696人

178,709人（ピーク：2032年）

25,549人（ピーク：2041年）

35,707人（ピーク：2055年）

経営戦略計画期間（～2024年）
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（３）介護需要の予測 

 

 ① 要支援・要介護認定者数の推計 

 本市における要支援・要介護認定者は２０２８年（令和１０年）に５,８３５人と推計

され、今後１０年間で１．５倍となり、１,９４９人の増加が見込まれます。 

 このうち、常に介護が必要であり自宅での生活が難しく、施設への入所対象となる要

介護３以上の認定者は１．６６倍の増加が見込まれて８４９人増加し、２,１３１人に

なると推計されることから、本計画期間中において認定者全体の増加とともに、特に要

介護者が大きく増加し、介護サービス利用需要は今後増大することを前提として経営戦

略を策定する必要があります。 

 （出典）浦安市「第７期浦安市介護保険事業計画」より作成 
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 ② 東葛南部における要支援・要介護認定者数の推計 

 千葉県の定める医療機関連携による包括的な保健医療サービスを提供していく二次

保健医療圏である、東葛南部保健医療圏（浦安市および市川市、船橋市、習志野市、鎌

ケ谷市、八千代市）における要支援・要介護認定者数の見通しを整理します。 

 東葛南部保健医療圏の他市においては、市川市を除き認定者数が２０１５年（平成２

７年）～２０２５年（令和７年）の１０年間で１．５倍以上となる見込みであり、周辺

市でも介護サービス需要が増加します。認定者の増加率をみると、市川市１．２４倍、

船橋市１．５５倍、習志野市１．５３倍であり、本市の増加割合１．４８倍はやや低い

ものとなっていますが、前述のとおり要介護３以上の認定者の増加割合は本市において

１．６倍以上と高いものとなります。 

 

（備考）かっこ内：2015 年を 100 とした場合の指数を示す 

（出典）東葛南部各市の第７期介護保険事業計画等より作成 
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（４）施設の見通し 

 

① 介護サービス事業所数 

 本市における公営民営すべての介護サービス事業所数は、広域型と地域密着型を合わ

せた介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）６施設、短期入所生活介護（ショートス

テイ）６施設、通所介護（デイサービス）１６施設であり、認定者数が少ないため、い

ずれの施設も他市より少ないものとなっています。 

 このほか、その他施設サービス・居住系サービス（老健、有料老人ホーム、グループ

ホームおよびケアハウス）は１７施設あり、このうち本市の有料老人ホームは８施設あ

り半数以上であり、他市より割合が多いものとなっています。 

（備考）介護老人福祉施設：同一所在地事業所は１か所として算定 

    その他施設サービス・居住系サービス：ケアハウスを含む 

（出典）千葉県「介護サービス情報公表システム」より作成 

  

② 本市における介護サービス事業所の定員数 

 対象施設と同種の介護サービス事業所の定員数は、市内において総数２,０９６人と

なります。このうち特別養護老人ホームの定員は３４５人であり、その他に老健１０

０人、ケアハウス５０人、有料老人ホーム８４１人、グループホーム１２６人となっ

ています。２０１２年以降は全て１００人未満規模の開設であり、民営施設開発には

用地確保と整備年数が必要であり、今後、増加は見込めず、引き続き本事業による公

営施設サービスに対する期待があります。 
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本市における介護サービス事業所と定員数（２０１９年１月時点） 

（出典）介護サービス事業者ガイドブック「ハートページ」（2018 年・浦安市版）、 

各事業所Ｗｅｂサイトより作成 

施設種類 施設名称 所在地 運営主体 開設 定員

介護老人福祉施設 浦安市特別養護老人ホーム 高洲9-3-1 社会福祉法人 聖隷福祉事業団 1999/8/1 100人

介護老人福祉施設 うらやす和楽苑（従来型･ユニット型） 当代島2-14-2 社会福祉法人 東京栄和会 2015/4/1 84人

介護老人福祉施設 浦安愛光園 高洲9-3-2 社会福祉法人聖隷福祉事業団 2006/4/1 74人

介護老人福祉施設（地域密着型） 特別養護老人ホームしずか荘 当代島3-10-35 社会福祉法人　一静会 2013/3/26 29人

介護老人福祉施設（地域密着型） 特別養護老人ホーム わとなーる浦安 富士見3-23-16 社会福祉法人わとなーる 2013/4/1 29人

介護老人福祉施設（地域密着型） 地域密着型特別養護老人ホーム清風荘うらやす 堀江6-8-33 社会福祉法人 宏仁会 2012/10/20 29人

介護老人保健施設 浦安ベテルホーム 高洲9-3-2 社会福祉法人 聖隷福祉事業団 2006/4/1 100人

ケアハウス 浦安市ケアハウス 高洲9-3-1 社会福祉法人 聖隷福祉事業団 1999/8/1 50人

有料老人ホーム 舞浜倶楽部 富士見サンヴァーロ 富士見3-16-46 株式会社舞浜倶楽部 2004/4/1 79人

有料老人ホーム グッドタイムリビング新浦安 明海6-1-3 オリックス･リビング株式会社 2006/12/1 84人

有料老人ホーム 介護付有料老人ホーム 浦安エデンの園 日の出1-2-1 社会福祉法人聖隷福祉事業団 2007/7/1 324人

有料老人ホーム 舞浜倶楽部・新浦安フォーラム 高洲1-2-1 株式会社舞浜倶楽部 2009/5/1 81人

有料老人ホーム イリーゼ浦安 東野3-2-1 HITOWAケアサービス株式会社 2016/4/1 59人

有料老人ホーム コンシェール舞浜 東野3-11-5 株式会社リエイ 2017/11/1 69人

有料老人ホーム ハートケア舞浜 弁天1-5-21 株式会社 源治 2014/5/21 5人

有料老人ホーム うらら新浦安 明海2-12-1 スターツケアサービス株式会社 2018/3/1 90人

認知症対応型共同生活介護 グループホームしずか荘 当代島3-10-35 社会福祉法人　一静会 2013/3/26 18人

認知症対応型共同生活介護 コミュ二ケア２４ 癒しの浦安ふじみ館 富士見2-21-36 株式会社リエイ 2007/11/1 18人

認知症対応型共同生活介護 グループホームきらら 新浦安 明海2-12-1 スターツケアサービス株式会社 2018/3/1 18人

認知症対応型共同生活介護 コミュニケア２４浦安いまがわ館 今川2-13-10 株式会社リエイ 2008/7/1 18人

認知症対応型共同生活介護 グループホームきらら 浦安海楽 海楽2-6-12 スターツケアサービス株式会社 2016/5/1 18人

認知症対応型共同生活介護 グループホームきらら 浦安富士見 富士見5-15-11-1 スターツケアサービス株式会社 2015/3/1 18人

認知症対応型共同生活介護 グループホームきらら 当代島 当代島2-22-29 スターツケアサービス株式会社 2010/3/1 18人

短期入所生活介護 浦安市特別養護老人ホーム(従来型・ユニット型） 高洲9-3-1 社会福祉法人 聖隷福祉事業団 1999/8/1 50人

短期入所生活介護 うらやす和楽苑 （従来型・ユニット型） 当代島2-14-2 社会福祉法人 東京栄和会 2016/7/1 ＊ 

短期入所生活介護 ショートステイわとなーる浦安 富士見3-23-16 社会福祉法人わとなーる 2013/4/1 10人

短期入所生活介護 地域密着型特別養護老人ホーム清風荘うらやす 堀江6-8-33 社会福祉法人 宏仁会 2013/7/1 ＊ 

短期入所生活介護 浦安愛光園 高洲9-3-2 社会福祉法人聖隷福祉事業団 2011/6/1 ＊ 

短期入所療養介護 浦安ベテルホーム 高洲9-3-2 社会福祉法人 聖隷福祉事業団 2006/4/1 10人

通所介護 浦安市高洲高齢者デイサービスセンター 高洲9-3-1 社会福祉法人 聖隷福祉事業団 1999/8/1 25人

通所介護 デイサービスしずか 当代島3-10-35 社会福祉法人　一静会 2013/3/26 20人

通所介護 夢のみずうみ村浦安デイサービスセンター 当代島2-13-27 社会福祉法人 夢のみずうみ村 2011/7/1 110人

通所介護 浦安市猫実高齢者デイサービスセンター 猫実1-2-5 社会福祉法人 聖隷福祉事業団 1999/10/1 25人

通所介護 浦安市浦安駅前高齢者デイサービスセンター 猫実4-19-24 社会福祉法人茂原高師保育園 2004/11/1 20人

通所介護 コミュニケア２４ 癒しのデイサービス浦安ふじみ館 富士見2-21-36 株式会社リエイ 2005/4/1 35人

通所介護 コミュニケア２４ 癒しのデイサービス浦安北栄 北栄3-38-25 株式会社リエイ 2003/2/1 38人

通所介護 こうゆうデイサービス 堀江6-13-24 有限会社光悠綜合サービス 2004/2/1 35人

地域密着型通所介護 浦安 リハビリデイステーション 富岡4-1-11-1F 株式会社ＯＮＥ－ＴＯ－ＯＮＥ 2014/8/12 15人

地域密着型通所介護 デイサービスほっと浦安 富士見3-23-20 1F ホットアソシエイト 2010/1/1 10人

地域密着型通所介護 デイサービスセンター清風荘うらやす 堀江6-8-33 社会福祉法人 宏仁会 2013/4/3 10人

地域密着型通所介護 きらら新浦安 明海2-12-1 スターツケアサービス株式会社 2018/3/1 18人

地域密着型通所介護 浦安リハビリデイステーション市役所前 海楽1-6-55 1F 株式会社ＯＮＥ－ＴＯ－ＯＮＥ 2016/7/1 18人

地域密着型通所介護 だんらんの家浦安 猫実3-23-2 日本介護事業株式会社 2015/11/1 10人

地域密着型通所介護 レコードブック浦安富士見 富士見1-5-23 株式会社インターネットインフィニティー 2016/8/1 10人

地域密着型通所介護 nagomi浦安店 堀江6-11-20　101 イー・ライフ・グループ株式会社 2017/10/1 15人

認知症対応型通所介護 うらやす和楽苑認知症対応型通所介護 当代島2-14-2 社会福祉法人 東京栄和会 2015/9/15 12人

認知症対応型通所介護 コミュニケア２４ 癒しのデイサービス浦安ふじみ館 富士見2-21-36 株式会社リエイ 2006/4/1 ー

認知症対応型通所介護 デイサービスセンターわとなーる浦安 富士見3-23-16 社会福祉法人わとなーる 2013/4/1 12人

認知症対応型通所介護 デイサービス はじめ 高洲1-2-1 株式会社舞浜倶楽部 2007/9/1 12人

通所リハビリテーション 浦安ベテルホーム 通所リハビリテーション 高洲9-3-2 社会福祉法人 聖隷福祉事業団 2006/4/1 40人

通所リハビリテーション 田所医院 今川4-9-11 医療法人社団陽総会 2010/9/1 20人

小規模多機能型居宅介護 小規模多機能型施設 きはち 高洲1-2-1 株式会社舞浜倶楽部 2007/9/1 25人

小規模多機能型居宅介護 小規模多機能施設 きらら北栄 北栄2-18-18 スターツケアサービス株式会社 2008/11/1 25人

介護老人福祉施設　定員計

その他施設サービス・居住系サービス　定員計

短期入所生活介護　定員計　（＊：空き室利用）

通所介護　定員計

定員　合計

6

施

設

17

施

設

6

施

設

16

施

設

8

施

設

345人

1,067人

70人

560人

2,042人
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 ③ 市内特別養護老人ホームの利用料 

 市内に所在する特別養護老人ホーム６施設おける１日一人当たり利用料について、負

担限度額認定に非該当の課税世帯（第四段階）で比較すると、食費は本市特別養護老人

ホーム、愛光園、和楽苑、しずか荘において基準額１,３８０円を上回る利用料設定とな

っています。 

また、居住費は、ユニット型では１,９７０円もしくは１,９９０円が多く、愛光園は

３,０００円の設定であり、いずれも介護保険制度導入の以前に開設した本市の従来型

の特別養護老人ホームより高い利用料が設定されています。 

 

本市における特別養護老人ホームの利用料等 

（備考１）利用者の所得段階が非課税段階である場合の料金を示す 

（備考２）２０１９年（平成３１年）４月１日現在 

（備考３）年間退所者数は、２０１８年度（平成３０年度）における累計 

 

 

④ 本事業の利用者の特性 

 本市特別養護老人ホームの利用者について、所得が課税対象段階であり利用料の減

免措置の対象となる利用者は２０１８年（平成３０年）に約５６％を占めており、市

内の民営施設より割合が高くなっています。今後も地方公営企業として、こうした所

得の高くない市民に対する施設サービスの提供を継続していくことが期待されます。

一方で、残りの約４４％の課税所得段階の利用者については、制度上認められる範囲

内で、食費、居住費の見直しによる収益向上を見込むことができます。 

 

浦安市特養 愛光園 和楽苑 清風荘 しずか荘 わとなーる

1,550円 1,550円 1,530円 1,380円 1,680円 1,380円

従来型 1,150円 - - - - -

ユニット型 - 3,000円 1,990円 1,970円 1,970円 1,970円

多床室 840円 - 1,300円 - - -

100人 74人 84人 29人 29人 29人

要介護１ 2 1 0 1 1 1

要介護２ 1 1 1 0 2 0

要介護３ 29 16 24 3 5 5

要介護４ 29 30 31 9 12 10

要介護５ 38 23 28 16 9 11

合計 99 71 84 29 29 27

26 23 17 6 4 12

195 109 130 28 37 12

入

所

者

数

年間退所者数

入所待機者数
(

　

　

　

)

居

住

費

食費 (1日当り)

入所定員

１
日
当
り
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３ 経営の基本方針 

 

（１）果たすべき役割・課題 

 

① 広く市民利用への対応 

今後、要支援・要介護の認定者数増加が見込まれるなか、本市内における新規の事業

所開設余地が少なくなっており、引き続き減免措置の対象者をはじめとして、広く市民

の介護サービス利用需要に対応していくことが必要です。 

 

② 収支向上・施設大規模改修計画 

本市介護サービス事業は、利用料収入に対してかかる費用が多額であり、一般会計財

源からの繰入金の割合が大きくなっています。主な要因としては、高洲地区高齢者福祉

施設は回廊型の従来型個室と多床型で構成されており、現在主流の中廊下型のユニット

型個室タイプと比較して居室以外のスペースが大きく、運営の効率化をさまたげている

ことがあげられます。また、利用料についてはユニット型個室と比べて低く設定されて

いることがあげられます。 

今後、課税世帯（第４段階）の料金を基準額で設定していた部分について値上げする

など、料金の一部見直しの検討により収益向上を図るとともに、かかる費用について内

訳を精査して縮減に努める必要があります。 

なお、高洲地区高齢者施設については、開設以来２０年を向かえ、すでに設備面では

法定の耐用年数である１５年を経過していること、将来的には大規模改修が必要であり、

この費用の捻出と、改修工事の際における利用者の一時的な移転計画、改修時を好機と

捉えた収支向上につながる改修が必要となっています。 

 

③ 在宅復帰支援・福祉医療連携 

要支援・要介護の認定者がかつてないほどの勢いで増加すると見込まれることから、

単に施設サービスによる介護サービスの提供にとどまらず、周辺の通所施設、訪問サー

ビス、医療施設等とより一層の連携を図り、入所者に対する日常生活動作（ＡＤＬ）向

上のための働きかけや、要支援・要介護の段階に応じた予防介護と、在宅復帰を支援す

ることにより、各施設が連携した地域包括ケアシステムを担うことが期待されます。 

施設サービスと居宅サービスの連携、福祉と医療の連携を拡大し、今後の介護報酬改

定の動向を把握しつつ、加算などの収入向上策を検討していくことが求められます。 
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（２）期待される将来像 

 

 これまであげた現状と課題から、本市介護サービス事業全体における将来像として、

次のように方向性を定めます。 

 

① 事業全体像    
 

 ② 浦安市特別養護老人ホーム 

 今後の要介護認定者数の増加見込みに対して、引き続き、減免対象者をはじめとした

市民への施設サービス提供への期待に応える必要があります。一方、利用者あたりの延

床面積が全国の他施設と比較して広く、総費用および一般会計繰入金が多額であること

から、居住費、食費の収入向上のほか、共用部の余裕スペースを活用した増床による運

営効率化を図る必要があります。 

 

③ 浦安市特別養護老人ホーム老人短期入所 

 第７期介護保険事業計画においても、今後も需要は増加すると見込まれており、在宅

サービスとしてショートステイを引き続き実施し、適切な人員配置と費用内訳を精査し

効率的な運営を進めます。 

 

④ 浦安市高洲高齢者デイサービスセンター 

 要支援認定者をはじめとして、予防介護の支援、在宅における介護者の負担軽減のた

めに、在宅サービスの一つとして高洲地区でデイサービスセンターを継続し、リハビリ

テーションなどの現在のサービスを活かして運営していきます。 

 

 ⑤ 浦安市猫実高齢者デイサービスセンター 

利用者数の増加のためには、利用者に対するプログラムを見直し、利用者数増加を図

るとともに、高洲地区と同一の指定管理者としている現行の運営体制について再検討し、

収支向上を図っていきます。 

 

 ⑥ 浦安市浦安駅前高齢者デイサービスセンター 

 近年利用率が低下する傾向にあり、定員２０人に対して１４～１６人程度で推移して

今後の利用ニーズ拡大・変化に対応できる 

健全な介護サービス施設の運営 
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いることから、これまでのデイサービス利用者がショートステイに変化していると想定

しますが、まだ受け入れ可能であることから、駅から近いという特性をいかした利用策、

周知などを図り継続してサービスを提供していきます。 

 

⑦ 浦安市ケアハウス 

 １９９９年（平成１１年）の開所以来からの２０年間で延べ利用者数は１４２人であ

り、利用者が限られたものとなっているほか、要支援認定者の予防介護は、施設サービ

スだけではなく、居住系サービス（特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介

護など）に期待がかかるものとなっており、今後のあり方について、特別養護老人ホー

ム等への転用について検討することが想定されます。 
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４ 投資・財政計画（収支計画） 

 

（１）投資・財政計画（収支計画） 

 

今後の介護サービス事業に対する投資・財政計画として、次のとおり、各取り組みを

実施した場合のケースについて試算しました。 

 本経営戦略については、今後の市財政見通しや民間事業者の参入可能性など社会情勢

変化に応じて、以下、①～③の取り組みを進めることとします。 

 

 

（経営健全化に向けた取組） 

 

① 現状施設を維持しながら建物老朽化に対して必要な大規模改修を実施する取組 

（現状に大規模改修を実施する取組） 

高洲地区高齢者福祉施設および猫実高齢者デイサービスセンターの入居する健康セ

ンターは１９９９年（平成１１年）の開設以来、２０年近くが経過しているほか、浦安

駅前高齢者デイサービスセンターも２００４年（平成１６年）の開設から１５年が経過

しようとしています。このため、本事業を提供する施設はいずれも今後の老朽化に対し

て大規模改修を実施する必要があります。現状の施設を維持しながら大規模改修を実施

する場合の取組となります。 

 

② 本経営戦略における経営健全化への取組 

（大規模改修と料金値上げ、特養増床およびケアハウスの特養転用を実施する取組） 

 これまで検討してきたとおり、本事業の経営健全化に向けた取組として、前述の大規

模改修の実施に加えて、制度上認められる居住費、食費の値上げ、高洲地区特養棟の共

用スペース改造による２６床の増床、大規模改修の際にケアハウスを定員６０人の特養

への転用とさらに特養棟の４床の増床に取組みます。また、高洲地区高齢者福祉施設の

建物としての耐用年数をむかえる前に、低未利用の市有地において、定期借地権方式に

より定員１００人規模の広域型特養の募集に取組みます。 

 この経営健全化への取組を整理すると、次のとおりとなります。 
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A）所得段階が課税対象となる利用者（特養の４４％）に対して、特養・ショート 

 ステイについては、１日当り居住費５００円、１日あたり食費１５０円の料金値 

上げに取組みます。デイサービスは１日当り５０円の料金値上げに取組みます。 

〔２０２０年度（令和２年度）から〕 

 

Ｂ）高洲地区特養棟（２～４階）のデイルームなどの共用スぺースを改造し、２階 

１０床、３階１０床および４階６床の合計２６人の特養の増床に取組みます。 

〔２０２４年度（令和６年度）から〕 

 

Ｃ）竣工から３０年後の大規模改修は、２０２８年度（令和１０年度）にケアハウ 

スを大規模改修し、６０人の特養への転用に取組むことを想定します。これによ 

り、既存の特養の大規模改修〔２０２８（令和１０）～２０３０年度（令和１２ 

年度）〕の際に、現在のケアハウスを既往の特養入居者の一時移転場所として活 

用することを想定できます。 

また、２０３０年度（令和１２年度）までに、特養棟（４階）を大規模改修の際 

に４人の増床に取組みます。これらの取組により、高洲地区では特養１９０床、 

ショートステイ５０床、デイサービス２５人の施設として運営することを想定し 

ます。               〔２０２８年度（令和１０年度）から〕 

 

Ｄ）高洲地区高齢者福祉施設の耐用年数をむかえる前に、低未利用市有地において 

定期借地権方式により、１００人規模の広域型の特養の募集に取組みます。 

〔２０４９年度（令和３１年度）までに〕 

 

 ③ 本対象施設の民間譲渡への取組 

 （民間譲渡を実施する取組） 

本経営戦略の対象施設を、民間譲渡する取組を行う場合は、譲渡先となりえる社会 

福祉法人等と具体的な譲渡条件を協議のうえ進めることとなります。 

このため、現時点では投資・財政計画における経営見通しは困難であることから、長

期的な計画において民間譲渡する場合のあり方については、関係機関との調整を行いま

す。 
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（２）各ケースの投資・財政計画（収支計画） 

 

 ① 現状に大規模改修を実施する取組 

 投資・財政計画の各ケースにおける試算結果は次のとおりとなり、まず、現状に加え

て、２０２８（令和１０）～２０３０年度（令和１２年度）に大規模改修をするケース。 

 

ケース：現状＋大規模改修 【収益的試算】 

 

ケース：現状＋大規模改修 【資本的試算】 

 

３０年間で、１１０億円の他会計繰入金が必要と試算されます

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 合計

収益的収入（百万円）

料金収入 799 799 799 799 799 799 799 799 799 799 799 799 799 799 799 799 799 799 799 799 799 799 799 799 799 799 799 799 799 799 240

他会計繰入金 225 207 213 212 211 210 244 243 243 242 274 248 281 274 267 260 306 299 292 286 279 229 222 215 208 200 213 210 210 210 72

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

収益的支出（百万円）

指定管理料 969 969 969 969 969 969 969 969 969 969 969 969 969 969 969 969 969 969 969 969 969 969 969 969 969 969 969 969 969 969 291

修繕費 46 22 22 22 22 22 58 58 58 58 58 6 6 6 6 6 59 59 59 59 59 16 16 16 16 16 33 33 33 33 10

維持管理費 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 2

支払利息 3 8 14 13 12 11 10 9 8 7 40 66 99 92 85 78 70 64 57 50 44 37 30 23 15 8 3 0 0 0 10

単位（百万円，但し合計は億円）

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

収益的収支試算

維持管理費

支払利息

修繕費

指定管理料

他会計繰入金

料金収入

収益的収入・支出（百万円）） 【現在貨幣価値にもとづいた試算】

収益的支出

（右側棒グラフ）

収益的収入

（左側棒グラフ）

３０年間で、７５億円の他会計補助金が必要と試算されます

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 合計

資本的収入（百万円）

地方債発行額 385 385 0 0 0 0 0 0 0 1,837 1,641 2,086 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 63

他会計補助金 106 52 76 77 73 50 49 50 51 52 160 259 387 393 401 408 386 363 370 376 383 390 397 404 411 278 157 0 0 0 66

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資本的支出（百万円）

建設改良費 385 385 0 0 0 0 0 0 0 1,837 1,641 2,086 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 63

地方債償還金 106 52 76 77 73 50 49 50 51 52 160 259 387 393 401 408 386 363 370 376 383 390 397 404 411 278 157 0 0 0 66

単位（百万円，但し合計及び残高は億円）

0

10

20
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40

50

60

70

80

90

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

資本的収支試算

地方債償還金

建設改良費

他会計補助金

地方債発行額

地方債残高

資本的収入・支出（百万円） 地方債残高（百万円）

資本的支出

（右側棒グラフ）

資本的収入

（左側棒グラフ）

【現在貨幣価値にもとづいた試算】
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 ② 大規模改修と料金値上げ、特養増床およびケアハウスの特養転用を実施する取組 

 現状に加えて、２０２０年度（令和２年度）から所得段階の課税対象の利用者に料金

値上げをし、２０２３年度（令和５年度）にデイルームなどの共用スペースを改造して、

特養２６増床するほか、２０２８（令和１０）～２０３０年度（令和１２年度）の大規

模改修の際にケアハウスを特養６０床に転用するとともに、特養棟４階に４床増床し、

２０３１年度（令和１３年度）から特養１９０床、ショートステイ５０床、デイサービ

ス２５人の施設とするケース。 

 

ケース：現状＋大規模改修＋料金値上げ（A）＋特養２６増床（Ｂ） 

＋ケアハウスを特養に６０床転用（Ｃ）         【収益的試算】 

 

ケース：現状＋大規模改修＋料金値上げ（A）＋特養２６増床（Ｂ） 

＋ケアハウスを特養に６０床転用（Ｃ）         【資本的試算】 

### 他会計繰入金は、30年間で49億円と試算され、ケースAと比較して49.6億円減少すると試算されます
###

49

50

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 合計

収益的収入（百万円）

料金収入 799 814 814 814 814 924 924 924 924 1,117 1,117 1,133 1,133 1,133 1,133 1,133 1,133 1,133 1,133 1,133 1,133 1,133 1,133 1,133 1,133 1,133 1,133 1,133 1,133 1,133 315

他会計繰入金 225 192 135 134 132 139 174 173 172 156 188 163 196 189 182 174 220 213 206 200 193 143 136 129 122 114 127 124 124 124 49

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

収益的支出（百万円）

指定管理料 969 969 904 904 904 1,021 1,021 1,021 1,021 1,200 1,200 1,218 1,218 1,218 1,218 1,218 1,218 1,218 1,218 1,218 1,218 1,218 1,218 1,218 1,218 1,218 1,218 1,218 1,218 1,218 343

修繕費 46 22 22 22 22 22 58 58 58 58 58 6 6 6 6 6 59 59 59 59 59 16 16 16 16 16 33 33 33 33 10

維持管理費 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 2

支払利息 3 8 17 16 15 13 12 11 10 9 41 67 100 93 86 78 71 64 57 50 44 37 30 23 15 8 3 0 0 0 10

単位（百万円，但し合計は億円）

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

収益的収支試算

維持管理費

支払利息

修繕費

指定管理料

他会計繰入金

料金収入

収益的収入・支出（百万円）） 【現在貨幣価値にもとづいた試算】

収益的支出

（右側棒グラフ）

収益的収入

（左側棒グラフ）

他会計補助金は、30年間で67億円と試算され、ケースAと比較して-8.1億円増加すると試算されます

###

###

67

-8.1

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 合計

資本的収入（百万円）

地方債発行額 385 385 0 0 154 0 0 0 0 1,837 1,641 2,086 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 65

他会計補助金 106 52 85 86 82 59 59 60 61 62 171 270 397 405 412 419 397 363 370 376 383 390 397 404 411 278 157 0 0 0 67

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資本的支出（百万円）

建設改良費 385 385 0 0 154 0 0 0 0 1,837 1,641 2,086 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 65

地方債償還金 106 52 85 86 82 59 59 60 61 62 171 270 397 405 412 419 397 363 370 376 383 390 397 404 411 278 157 0 0 0 67

単位（百万円，但し合計，残高は億円）

0
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0
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1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

資本的収支試算

地方債償還金

建設改良費

他会計補助金

地方債発行額

地方債残高

資本的収入・支出（百万円）） 地方債残高（億円）

投資的支出

（右側棒グラフ）

資本的収入

（左側棒グラフ）

【現在貨幣価値にもとづいた試算】
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（３）収支計画の策定に当たっての説明 

 

 ① 一般会計からの繰入金の抑制 

 大規模改修に加えて、前述した料金値上げ（Ａ）、特養２６増床（Ｂ）およびケアハ

ウスの特養への転用（Ｃ）の取組により、投資・財政計画における一般会計から繰入金

は、現状＋大規模改修の場合の３０年間の単年度当りの繰入金２．４億円を１．６億円

まで減じることが想定されます。 

 

試算結果概要（現在貨幣価値にもとづく実質価格ベース） 

 

実施取組 

３０年間の総合計額 単年度当りの金額 

繰入金合計 現状との差額合

計 

繰入金年額 現状との差額 

現状＋大規模 ７２．３億円 ±０億円 ２．４億円 ±０億円 

上記＋Ａ ６７．９億円 ▲４．４億円 ２．２億円  ▲０．２億円 

上記＋Ｂ ５１．８億円 ▲２０．５億円 １．７億円  ▲０．７億円 

上記＋Ｃ ４８．９億円 ▲２３．４億円 １．６億円  ▲０．８億円 

（※）繰入金：事業の運営に係る減価償却費控除前の収益的収支（赤字額）に相当 
 

試算結果概要（インフレ率を勘案した名目価格ベース） 

 

実施取組 

３０年間の総合計額 単年度当りの金額 

繰入金合計 現状との差額合

計 

繰入金年額 現状との差額 

現状＋大規模 １１０．０億円 ±０億円 ３．６億円 ±０億円 

上記＋Ａ １０４．３億円 ▲５．７億円 ３．４億円  ▲０．２億円 

上記＋Ｂ ８３．７億円 ▲２６．３億円 ２．７億円  ▲０．９億円 

上記＋Ｃ ８０．９億円 ▲２９．１億円 ２．６億円  ▲１．０億円 

 

② 算定の前提 

期間 ：      ２０２０～２０４９年（３０年間） 

長期インフレ率 ： ２．０％（今後５年間は政府のインフレ目標である２．０％ま 

で上昇し、その後横ばいでの推移を想定） 

長期借入金利：   インフレ率 ＋１．８％ 

施設改修工事費 ： ３８０,０００円／㎡（現在貨幣価値ベース）＊ 

            ＊：浦安市「ファシリティマネジメント導入に関する検討 

業務委託報告書」（２０１４年度）工事単価より 
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（４）収支計画に未反映および今後検討予定の取組 

 

 前述した取組を実行した場合においても、一般会計からの繰入金を要することが想定

されるため、その抑制のために、次のとおり、収支計画に未反映および今後検討予定の

抜本的取組を進めていきます。 

 

 ① 高洲地区高齢者福祉施設の民間譲渡への取組 

 抜本的取組である、高洲地区の高齢者福祉施設を一体的に民間譲渡することにより、

民間の経営ノウハウと施設改修・維持管理に民間の資本と工夫を取入れることができま

す。ただし、高洲地区の高齢者福祉施設は、まとまった土地に事業展開できる優位性が

ある一方、施設の入居室以外の面積が大きく、一般会計から繰り入れている運営の現況

があるほか、今後、施設の大規模改修が必要であり、民間譲渡への取組には、民間の参

入可能性等について把握する必要があります。 

 一般的な民間譲渡および民間参画の形態としては、次のような運営形態が想定されま

す。今後、適切な民間譲渡の形態について検討します。 

 

 

 

 

 

②運営権設定方式①民間譲渡

④改修ＰＦＩ

建物
（所有権：従前所有のまま）

土地

（市所有）

市

運営
（運営権：民間事業体）

運営権設定

建物
（所有権：譲渡）

土地

（市所有）

市

運営
（運営権：民間事業体）

譲渡

建物
（所有権：改修後→譲渡）

土地

（市所有）

市

運営
（運営権：民間事業体）

選定･譲渡

ＳＰＣ
改修

取得

③リース方式

建物
（所有権：建設→取得）

土地

（市所有）

市

運営
（民間事業体）

賃借

リース会社

取得

指定
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５ 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項 

 

（１）情報公開の手法 

 

 ・（仮称）浦安市介護サービス事業 年次報告の公開 

  事業年度における取組、課題・対策、施設の利用案内を各指定管理の報告からまと 

  められるよう、報告項目・形式を見直す余地があります。 

 ・こうした年次報告をわかりやすく市公式Ｗｅｂサイトで公開、利用者家族に共有す 

る取組を図ります。 

 

 

（２）検証・更新の仕組化（ＰＤＣＡ） 

 

 ・経営戦略の計画期間において、１年毎の取組状況を評価し、次年度以降に反映して 

  いく、ＰＤＣＡサイクルについて評価票、評価方式など仕組み化していきます。 

 ・計画期間の単年度、短期（５年）、中期（１０年）における達成状況を、介護サービ 

ス事業の単位で公営企業管理者として投資・財政計画から数値化して把握するよう 

取組みます。 
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資料 試算結果と策定経過 

 

（１）投資・財政計画の試算結果 

 

 投資・財政計画において試算した、各ケースにおける試算結果は次のとおりとなりま

す。まず、現状に加えて、２０２８（令和１０）～２０３０年度（令和１２年度）に大

規模改修し、さらに、所得段階の課税対象の利用者に料金値上げをするケース。 

ケース：現状＋大規模改修＋料金値上げ（A） 【収益的試算】 

 

ケース：現状＋大規模改修＋料金値上げ（A） 【資本的試算】 

他会計繰入金は、３０年間で９９億円と試算され、現状と比較して１１.４億円減少すると試算されます

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 合計

収益的収入（百万円）

料金収入 799 814 814 814 814 814 814 814 814 814 814 814 814 814 814 814 814 814 814 814 814 814 814 814 814 814 814 814 814 814 244

他会計繰入金 225 192 198 197 196 195 229 228 227 227 259 233 266 259 252 245 291 284 277 271 264 214 207 200 193 185 198 195 195 195 68

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

収益的支出（百万円）

指定管理料 969 969 969 969 969 969 969 969 969 969 969 969 969 969 969 969 969 969 969 969 969 969 969 969 969 969 969 969 969 969 291

修繕費 46 22 22 22 22 22 58 58 58 58 58 6 6 6 6 6 59 59 59 59 59 16 16 16 16 16 33 33 33 33 10

維持管理費 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 2

支払利息 3 8 14 13 12 11 10 9 8 7 40 66 99 92 85 78 70 64 57 50 44 37 30 23 15 8 3 0 0 0 10

単位（百万円，但し合計は億円）

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

収益的収支試算

維持管理費

支払利息

修繕費

指定管理料

他会計繰入金

料金収入

収益的収入・支出（百万円）） 【現在貨幣価値にもとづいた試算】

収益的支出

（右側）

収益的収入

（左側）

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 合計

資本的収入（百万円）

地方債発行額 385 385 0 0 0 0 0 0 0 1,837 1,641 2,086 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 63

他会計補助金 106 52 76 77 73 50 49 50 51 52 160 259 387 393 401 408 386 363 370 376 383 390 397 404 411 278 157 0 0 0 66

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資本的支出（百万円）

建設改良費 385 385 0 0 0 0 0 0 0 1,837 1,641 2,086 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 63

地方債償還金 106 52 76 77 73 50 49 50 51 52 160 259 387 393 401 408 386 363 370 376 383 390 397 404 411 278 157 0 0 0 66

単位（百万円，但し合計は億円）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

資本的収支試算

地方債償還金

建設改良費

他会計補助金

地方債発行額

地方債残高

資本的収入・支出（百万円）） 地方債残高（百万円）

資本的支出

（右側棒グラフ）

資本的収入

（左側棒グラフ）

【現在貨幣価値にもとづいた試算】
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 本経営戦略の計画期間である５年間において、投資計画として、「現状に大規模改修

を見込んだうえで、所得段階が課税対象となる利用者の料金値上げ（Ａ）、特養棟２階

から４階の共用スペースを改修して特養を２６床増床する（Ｂ）」ことに取組みます。 

 

ケース：現状＋大規模改修＋料金値上げ（Ａ）＋特養２６増床（Ｂ） 【収益的試算】 

 

ケース：現状＋大規模改修＋料金値上げ（Ａ）＋特養２６増床（Ｂ） 【資本的試算】 

 

 

 

### 他会計繰入金は、30年間で52億円と試算され、ケースAと比較して46.8億円減少すると試算されます
###

52

47

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 合計

収益的収入（百万円）

料金収入 799 814 814 814 814 924 924 924 924 924 924 924 924 924 924 924 924 924 924 924 924 924 924 924 924 924 924 924 924 924 271

他会計繰入金 225 192 135 134 132 139 174 173 172 171 202 177 209 202 195 188 233 226 220 213 206 156 149 142 135 127 140 137 137 137 52

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

収益的支出（百万円）

指定管理料 969 969 904 904 904 1,021 1,021 1,021 1,021 1,021 1,021 1,021 1,021 1,021 1,021 1,021 1,021 1,021 1,021 1,021 1,021 1,021 1,021 1,021 1,021 1,021 1,021 1,021 1,021 1,021 302

修繕費 46 22 22 22 22 22 58 58 58 58 58 6 6 6 6 6 59 59 59 59 59 16 16 16 16 16 33 33 33 33 10

維持管理費 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 2

支払利息 3 8 17 16 15 13 12 11 10 9 41 67 100 93 86 78 71 64 57 50 44 37 30 23 15 8 3 0 0 0 10

単位（百万円，但し合計は億円）

0
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1,500

2,000

2,500

3,000

収益的収支試算

維持管理費

支払利息

修繕費

指定管理料

他会計繰入金

料金収入

収益的収入・支出（百万円）） 【現在貨幣価値にもとづいた試算】

収益的支出

（右側棒グラフ）

収益的収入

（左側棒グラフ）

他会計補助金は、30年間で67億円と試算され、ケースAと比較して-8.1億円増加すると試算されます

###

###

67

-8.1

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 合計

資本的収入（百万円）

地方債発行額 385 385 0 0 154 0 0 0 0 1,837 1,641 2,086 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 65

他会計補助金 106 52 85 86 82 59 59 60 61 62 171 270 397 405 412 419 397 363 370 376 383 390 397 404 411 278 157 0 0 0 67

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資本的支出（百万円）

建設改良費 385 385 0 0 154 0 0 0 0 1,837 1,641 2,086 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 65

地方債償還金 106 52 85 86 82 59 59 60 61 62 171 270 397 405 412 419 397 363 370 376 383 390 397 404 411 278 157 0 0 0 67

単位（百万円，但し合計，残高は億円）

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

資本的収支試算

地方債償還金

建設改良費

他会計補助金

地方債発行額

地方債残高

資本的収入・支出（百万円）） 地方債残高（億円）

投資的支出

（右側棒グラフ）

資本的収入

（左側棒グラフ）

【現在貨幣価値にもとづいた試算】
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（２）策定経過 

 

 ① 策定体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   
 

 

 ② 検討・策定経過 

 

〔２０１８年（平成３０年）〕 

・１０月２日  ＷＧ（係長級ワーキンググループ）    策定計画等の検討 

・１０月２６日 ＷＧ・ＰＴ（担当係プロジェクトチーム） 施設現状等の報告 

・１１月１５日 第１回策定委員会（課長級）       策定計画、現状等の報告 

・１１月２０日 介護保険運営協議会報告         策定主旨の報告 

・１１月２６日 ＰＴ                  投資・財政試算の検討 

・１２月６日  ＷＧ                  投資・財政試算の報告 

・１２月１２日 ＰＴ                  現状、試算等取りまとめ 

・１２月２１日 第２回策定委員会            経営戦略（骨子案）報告 

・１２月２７日 ＰＴ                  経営戦略（骨子案）検討 

 

報告 

 
経営戦略策定委員

経営戦略検討ワーキンググループ（ＷＧ） 

（委員長）福祉部長 

（委 員）福祉部次長／高齢者福祉課長／総務課長 

企画政策課長／財政課長／社会福祉課長 

介護保険課長／高齢者包括支援課長 

健康増進課長 

（リーダー）高齢者福祉課長 

（メンバー）高齢者福祉課施設管理係 

（メンバー）高齢者福祉課施設管理係／財政課財政係 

介護保険課給付・指導係 

高齢者包括支援課高齢者対策係     

浦 
安 
市 
介 
護 
保
険 
運
営 
協
議
会 

経営戦略検討プロジェクト（ＰＴ） 
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〔２０１９年（平成３１年）〕 

・１月８日／１５日 ＷＧ               経営戦略（素案）報告 

・１月２８日  第３回策定委員会           経営戦略（素案）報告 

・２月５日   介護保険運営協議会報告        経営戦略（素案）報告 

・２月６日   指定管理者ヒアリング         高洲地区・猫実施設 

・２月１９日  ＷＧ                 経営健全化等取組の検討 

・３月５日   指定管理者ヒアリング         浦安駅前施設 

・３月１８日  第４回策定委員会           経営戦略（案）報告 

・３月２６日  介護保険運営協議会報告        経営戦略（案）報告 

・４月２６日  ＰＴ                 経営戦略とりまとめ 

〔２０１９年（令和元年）〕 

・５月１４日  ＷＧ                 経営戦略とりまとめ 

・５月２１日  第５回策定委員会           経営戦略報告 

・５月２８日  介護保険運営協議会報告        経営戦略報告 
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（３）用語解説 

 

（注１）三山園（P10）：船橋市・習志野市・八千代市・鎌ケ谷市の四市共同の公立施設 

として、１９７２年（昭和４７年）に開園し、四市複合事務組合が管理、運営 

している施設。２００４年（平成１６年）に建て替えたもので、介護老人福祉 

施設（特養）、短期入所生活介護（ショートステイ）、認知症対応型通所介護（認 

知症専用デイサービスセンター）を設置する施設。（三山園公式 Web サイトよ 

り抜粋） 

 

（注２）サウンディング調査（P18）：事業発案段階や事業化段階において、事業内容 

や事業スキーム等に関して、直接の対話により民間事業者の意見や新たな提案 

の把握等を行うことで、対象事業の検討を進展させるための情報収集を目的と 

した手法。また、対象事業の検討の段階で広く対外的に情報提供することによ 

り、当該事業への民間事業者の参入意欲の向上を期待するもの。（国土交通省 

総合政策局「地方公共団体のサウンディング型市場調査の手引き」より抜粋） 

 

（注３）包括委託（P18）：受託した民間事業者が創意工夫やノウハウの活用により効率 

的・効果的に運営できるよう、複数の業務や施設を包括的に委託すること。 （国 

土交通省「包括的民間委託とは」より抜粋） 

 

（注４）ＰＦＩ（P18）：PFI（Private Finance Initiative）とは、公共施設等の建設、 

維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用して行う新し 

い手法。民間の資金、経営能力、技術的能力を活用することにより、国や地方 

公共団体等が直接実施するよりも効率的かつ効果的に公共サービスを提供で 

きる事業について PFI 手法で実施。（内閣府公式 Web サイトより抜粋） 

 

（注５）ＳＰＣ（特別目的会社）（P18）：SPC（Special Purpose Company／特別目 

的会社）とは、ある特別の事業を行うために設立された事業会社のこと。PFI 

では、公募提案する共同企業体が新会社を設立して、建設・運営管理にあたる 

ことが多い。（内閣府公式 Web サイトより抜粋） 
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